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○ 平成11年度の県内総生産は ７兆2208億円（名目）

○ 実質経済成長率は △0.2％、３年連続のマイナス成長

○ 系列ごとにみた特徴

－ 県 内 総 生 産 ・・・ 製造業を中心に伸び悩んだ生産活動

－ 県民所得（分配） ・・・ 雇用者所得を中心に前年度割れ

－ 県 内 総 支 出 ・・・ 民間設備投資の減少響く

○ １人当たり県民所得は 289万５千円（ 前年度差 △１万円）
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平成11年度 県民経済計算結果 －本県経済は３年連続のマイナス成長－

○日本経済の概要

日本経済は平成９年春以降景気後退局面にあったが、各種の政策効果によって11年春

頃には下げ止まった。その後、アジア経済の回復の影響も加わり、平成11年度中は民需

が弱く自律的回復には至らないながらも、企業活動を中心に緩やかな改善が続いた。

この結果、国内総生産（ＧＤＰ）は、名目で前年度比 0.2％減少して513兆6822億円

となった。また、物価変動の影響を除いた実質経済成長率では 1.4％増と２年振りに増

加に転じた。

○本県経済の概要

平成11年度の本県経済をみると、県内総生産（＝県内総支出）は、名目で前年度比

0.4％減少（前年度 0.2％減）して７兆2208億円となった。また、実質経済成長率につ

いても0.2％減（前年度 1.3％減）と、名目、実質ともにマイナス成長が続いた。３年

連続のマイナス成長は、現行方式で推計を行う昭和50年度以降、初めてのことである。

○１人当たり県民所得

県民所得（分配）を県の総人口で除した１人当たり県民所得については、289万５千

円と前年度（290万５千円）に比べ１万円減少（0.3％減）した。

※ 国民経済計算は平成11年度分の推計から新方式（93 ）に移行したが、本推計結果はSNA
旧方式（68 ）によるものであるので、両者の比較には注意が必要である。SNA

図１ 経済成長率の推移

図２ １人当たり県民所得の推移
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Ⅰ 県内総生産 －製造業を中心に伸び悩んだ生産活動－

○県内総生産

県内総生産は、第２次産業が製造業を中心に、第３次産業についても電気業を中心

に減少するなど総じて伸び悩み、名目で７兆2208億円、前年度比 0.4％の減少となっ

た。 （計数表 表－１）

○主な産業の動向

(1)第１次産業（ △4.4％ ）

農 業…野菜の価格下落や畜産の生産減などを受け 4.7％の減少となった。

林 業…造林業の低迷による生産量の減少に加え、全国第１位の生産額を誇る

ひのきの単価が低下したことにより 4.1％の減少となった。

(2)第２次産業（ △0.1％ ）

製 造 業…一般機械、電気機械等の加工組立型産業、繊維、窯業・土石等の生活

関連産業とも振るわず 2.5％の減少となった。

建 設 業…経済対策や災害復旧等による公共土木の大幅増に加え、民間住宅着工

も増加したため 7.1％増と高めの伸びを示した。

(3)第３次産業（ △0.9％ ）

電 気 水 道 業ｶ ﾞ ｽ …降水量が少なく発電量が減少したうえ、前年度の反動減もあって大幅

減となった電気業を中心に 10.4％減と落ち込んだ。

卸売小売業…盛り上がりを欠いた個人消費などを反映して 4.6％減となった。

不 動 産 業…住宅賃貸業（持家の帰属家賃を含む）が堅調な伸びを示したことを受

けて 2.1％の増加となった。

サービス業…公共サービスは増加したものの、対事業所サービス及び対個人サービ

スが前年度を下回り 0.2 の減少となった。%

図３ 県（国）内総生産の対前年度増加率
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Ⅱ 県民所得（分配）－雇用者所得を中心に前年度割れ－

○県民所得（分配）

県民所得（分配）は、業績の改善やリストラ効果などにより企業所得が３年振りに

増加したものの、雇用者所得と財産所得が引き続き減少したことから、名目で

６兆1298億円、前年度比 0.2％減となった。 （計数表 表－２）

○項目別の動向

(1)雇用者所得 （ △0.4％ ）

雇用者所得は、企業業績改善下にあっても人件費の抑制傾向が続いたことなどを反

映して0.4％減となった。項目別にみると、賃金・俸給が前年度に落ち込んだままほぼ

横ばいで推移したことに加え、社会保障・その他の雇主負担についても減少した。

(2)財産所得（非企業部門） （ △3.9％ ）

株価は上昇したものの、家計における金融資産の多くを占める預貯金の金利が低水

準で推移したことから、財産所得は 3.9％減となった。内訳をみると、家計の受取利

子等を中心に、受取は引き続き減少して 3.1％減となった。また、支払についても前

年度を下回り 1.9％減となった。

(3)企業所得 （ 1.2％増 ）

郵貯の満期到来集中から公的企業が落ち込んだものの、緩やかな改善が続いた経済

情勢などを受けて企業所得が改善し、民間法人企業は 5.2％増、個人企業も 1.0％増

となった。その結果、全体では３年振りに増加して 1.2 増となった。%
こうしたなか、労働分配率（県民所得中に占める雇用者所得の割合）は、過去最高

を記録した10年度から低下して 69.5％となった。

図４ 県（国）民所得（分配）の対前年度増加率
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Ⅲ 県内総支出 －民間設備投資の減少響く－

○県内総支出

県内総支出は、民間最終消費支出が増加したものの、県内総資本形成が大きく落ち

込んだ影響を受けて、名目で７兆2208億円、前年度比 0.4％の減少となった。

なお、実質では６兆7292億円、前年度比 0.2％減となった。（計数表 表－３,４）

○項目別の動向

(1)民間最終消費支出 （ 名目 2.3％増 ）

民間最終消費支出は、雇用情勢に改善がみられたことなどを受け 2.3％増となった。

民間最終消費支出の大半を占める家計最終消費支出について主な増加費目をみると、

修繕費を中心に「住居費」が増加したほか、「保健医療費」などが前年度を上回った。

(2)県内総資本形成（投資活動） （ 名目 △10.5％ ）

県内総資本形成は、民間住宅投資、公的固定資本形成は増加したものの、民間企業

設備投資の落ち込みが響き、全体では 10.5％減となった。

①民間住宅投資

住宅ローン税額控除制度など政策的支援が奏功し、新設住宅着工戸数が増加した

ことから、9.5％増となった。

②民間企業設備投資

サービス業など増加した業種もみられたが、製造業で減少したことに加え、前年

度の反動等から電気業が大幅減となったため、全体では 22.3％減と落ち込んだ。

③公的固定資本形成

累次の経済対策（10年11月：緊急経済対策、11年11月：経済新生対策）や9.15豪

雨災害の復旧工事により、国、県などを中心に 0.9％増となった。

(3)移出、移入

移出は、繊維関連や窯業・土石製品などの地場産業に加え、電気機械や一般機械等

の減少もあって、3.9％減（名目）となった。また、移入についても域内需要の減少を

反映して 1.9％減（名目）となった。その結果、移入超過幅は前年度に比べ拡大した。

図５ 県（国）内総支出（名目）の対前年度増加率
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○主要３系列の相互関連

県 民 総 支 出 ７兆５９５０億円

県 内 総 支 出 ７兆２２０８億円

【支 出】 民間資本形成 県外からの

民間最終消費支出 ４兆1913億円 １兆1927億円 要素所得

3742億円

政府最終消費支出 7809億円 公的資本形成 純移出等

6957億円 3602億円

県 内 総 生 産 ７兆２２０８億円

【生 産】 第２次産業 ２兆6321億円 第３次産業 ４兆7478億円

第１次産業 946億円

生産者価格表示の県内純生産 ６兆１７６６億円

要素所得表示の県内純生産 ５兆７５５６億円

固定資本

減耗 １兆

442億円

純間接税

4210億円
県民所得 （分配） ６兆１２９８億円

企 業 所 得 財産所得

【分 配】 雇用者所得 ４兆2615億円 １兆4808億円 3875億円

（注意）

１ 【生産】の第１次・第２次・第３次の産業分類は新ＳＮＡ方式における経済活動

別分類により推計している。

第１次産業：農業、林業、水産業

第２次産業：鉱業、製造業、建設業

第３次産業：電気・ガス・水道業、卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、

運輸・通信業、サービス業、政府サービス生産者、対家計民間

非営利サービス生産者

２ 【生産】の第１次・第２次・第３次産業の合計（７兆４７４５億円）は、輸入税

（６２億円）を加算前、その他（４９２億円）、帰属利子（２１０７億円）を控

除前のため県内総生産とは一致しない。
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○推計の概要

１ 推計の目的

県民経済計算は、県民経済の循環と構造を生産、分配、支出の各方面にわたり計量把

握することにより、県民経済の実態を包括的に明らかにし、総合的な県経済指標として

行財政経済政策に資することを主な目的とする。

２ 推計の対象

県民経済計算は、主要系列表（生産、分配、支出）、統合勘定、制度部門別所得支出

勘定などからなる。

３ 推計の方法

・経済企画庁が示す「県民経済計算標準方式」（６８ＳＮＡ）に準拠し、各種統計調査、

照会資料、国の関係指標などを基礎に加工、積み上げを行っており、今回は昭和６３年

度まで遡及改訂した。

・この推計の結果値は、在庫品評価調整後の計数である。

４ 推計の時期

平成１１年４月１日から１２年３月３１日まで

５ 主な用語の解説

・県内総生産 県内経済部門の生産活動によって新たに生み出された価値

（付加価値）の総額である。

・県民所得（分配） 生産から発生した付加価値を、生産要素を提供した県内居

住者に分配された所得としてとらえたものである。

・雇用者所得 労働を提供した雇用者への付加価値の分配額である。

・財産所得 金融資産、土地及び無形資産（著作権、特許権等）の貸借

から生じる所得の移転である。

・企業所得 生産における企業の貢献分として分配されるのが営業余剰

であり、企業所得は、営業余剰に受取財産所得を加算し、支

払財産所得を控除したものである。

・県内総支出 県経済を、財貨・サービスを購入する面、すなわち、最終

生産物に対する需要の面からとらえたものである。

・民間最終消費支出 主に家計による財貨・サービスの取得に対する支出である

・総固定資本形成 財貨・サービスの生産者が生産目的のために購入する耐久

財であり、県内の固定資産への追加となるものである。これ

は民間と公的とに分類され、さらに前者は住宅と企業設備、

後者は住宅、企業設備および一般政府に分けられる。総固定

資本形成と在庫品増加をあわせて総資本形成となる。

・移出、移入 県外との財貨・サービスの取引であり、移出から移入を差

し引いたものを純移出という。

※注意 第１次、第２次、第３次産業の構成比の合計は帰属利子等を含んでいるために

１００％にはならない。


